
様式第１号（第４条関係）

１■施策の概要
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２■施策推進の状況

　
直接事業費

人件費

合計コスト

３■施策の担当課による評価結果

　

　　　　　　　 

平成18年度

　

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

達成率(％)

　平成１９年度

１－１施策の名称

１－２担当

１－３総合計画に
おける施策の体系

１－４施策の目的

　平成２１年度２－１施策全体に
係る合計コストの
推移（千円）

　生活保護率（人口１，０００人当たりの生活保護者数）

　平成２４年度 　平成１８年度

432,209

15,409

　平成２０年度

４．４０（‰）

評価票作成者

15,512

447,721

385,738 383,943

401,147 399,257

実績値（単位）目標値（単位）
指標の定義

　景気が低迷している状況及び高齢者等の増加に
よる保護を表す指数

　平成２７年度　平成２３年度 　平成２５年度

基本施策コード生活弱者の自立に向けた支援

３．９０（‰）

社会福祉課長
加藤 誠

　保健福祉「健康で安心して暮らせるふれあい・支えあいのまちづくり」

　社会保障

平成２２年度評価
（前期の成果）

平成２７年度評価
（全期間の成果）

目標値（単位） 実績値（単位）

２―３―２　

総合評価

全期間（平成２３年度～平成２７年度）
達成率(％)

単年度
担当課評価

３－1評価結果

担当課評価

　平成２２年度

１－５総合計画に
おける基本成果指
標

　平成２６年度

15,314

　平成２５年度　平成２４年度 　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２１年度 　平成２７年度　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２６年度

　相談時における他法他施策の活用をさらに促進し、また、ハローワーク
との連携強化を図り、就労支援に力を入れていくことが重要であると考え
ている。

今後の環境変化を踏まえた課題認識 既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方 施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

 

　平成18年度からケースワーカーを1人増員し、各種相談に対してきめ
細かい対応に努めた。

　景気の上向き傾向が続いており、生活保護率が減少傾向に
あるが、反面、多重債務等が関連する相談件数が多くなって
いる。

　
                               〃

　
                            〃

　景気が少し上向いてきている影響で、生活保護率が微減傾
向にある。

Ｈ２０下半期ごろから発生した世界同時不況により雇い切
り、解雇等が増加し相談件数、保護申請も増加している。

　生活保護法の趣旨に添い、必要な保護と併せて自立を助長することプロ
グラム化して対処することが必要である。

３－２評価の内容

社会福祉課

　生活弱者への就労支援、相談支援の充実を図り、それでも生活困難な者には、生活保護を適用してい
く。

前期（平成１８年度～平成２２年度）

　今年度前半は保護率も減少傾向にあったが、世界的不況の影響で年
度後半は、繁忙の相談・保護が続いたが、遅滞無い保護に努めた。

施策評価票番号 25

基本成果指標名

健康福祉部 ● 施策評価の判定基準

Ａ ： 施策の目的を効果的に達成しているので継続する

Ｂ ： 施策推進の実施手法等に改善の必要がある

　良好に進展

　良好でない

　良好に進展　良好に進展 　良好に進展 　良好に進展 　良好に進展 良好に進展 良好に進展 　良好に進展 　良好に進展

　良好でない 　良好でない 　良好でない 良好でない 良好でない 良好でない 良好でない 　良好でない 　良好でない



４■参考情報

番号 実績値
担当課
評価

担当課
判断
優先順位

総合評価
担当課
評価

担当課
判断
優先順位

総合評価
担当課
評価

担当課
判断
優先順位

総合評価

1 120(件) Ａ 1 Ａ Ａ 1 Ａ Ａ 1 Ａ

2 1(人) Ａ 3 Ａ Ａ 3 Ａ Ａ 3 Ａ

3 2.96(‰) Ａ 2 Ａ Ａ 2 Ａ Ａ 2 Ａ

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

　平成２０年度

実績値

116(件)

1(人)

2.81(‰)生活を安定させる適切な保護の実施事業 生活保護率　4.4（‰）

　平成１９年度

就労指導・斡旋事業
稼働能力のある生活保護者への就労指導による就労率  70
（％）

相談事業の充実事業 生活弱者の相談件数　180（件）

成果指標と最終目標値(単位)事務事業名称

４－１　施策を構成する事務事業の評価情報 　平成１８年度

実績値

114(件)

0(人)

2.84(‰)


